
議員自主研修事業実績報告書

氏名 木下 啓爾

議員自主研修事業について、下記のとおり報告します。

1 受講した研修

2 経費の内訳

3 添付書類
・領収書等

4 成果等

実施機関 全国市町村国際文化研究所

研 修 名 令和 7年度第 1回

市町村長等・議会議員特別セミナー

研修内容
「まちづくり」をテーマに、地域を見つめ直すととも
に、今後の地域行政に求められる役割について考える。

研修期間 令和 7年 4月 21日 ～4月 22日

研修日程

04月 21日 (月 )
第 1講座 13:15～ 14:45
演題 「偽 。誤情報問題 ～その現状と求められる対策～」
講師 :国際大学グローバルコミュニケーションセンター

准教授 山口 真一 氏
第 2講座  15;05～ 16:35
演題 「持続可能な地方行政の在り方」

講師 :財務省総務審議官  原 邦彰 氏
04月 22日 (火 )
第 3講座  9:00へ ′10:30
演題「おにぎりから世界へ次世代へ 地域資源の広げ方」
講師 :一般財団法人おにぎり協会

代表理事 中村 祐介 氏
第 4講座 10:50～ 12:20
演題  「地域の歴史 。文化資源を活かしたまちづくり

～しあわせ実感都市瀬戸内市の取組～」
講師 :岡山県瀬戸内市長  武久 顕也 氏

経費の種類 内 容 金 額

研修費

振込料

7,300円

220円

利用する公共交通機関 (区間) 片道・往復

高速バス

( 高森 名古屋 )
3,100円 × 2 6,200円

JR代金
( 名古屋 唐崎 )

2,530円 × 2 5,060円

JR新幹線料金
( 名古屋 京都 )

2,640円 × 2 5,280円

経費の合計額 24,060円

研修費 7,520円

交通費



自己評価

評価頃目 〔5～ 1のいずれか 1つの番号を○で囲む。) 理由〔具体的に記入〕

・研修内容の選定〔お直切であったか

通切 ⑤ ・ 4・ 3・ 2・ 1不 適切

「まちづくり」と少し異

なった講座もあったが、

有意義なお話であつた

・研修の目的 (学び)は達成できたか

できた 5 。 C)・  3 ・ 2 ・ 1 できなかつた
町民の方々にとつての誤

情報についての新たな視

点が加わった

・事前の調査、準備は十分であったか

十分  5 4 ・ ③ ・ 2 1 不十分

講座前に講師のプロフィ

ールを調べる程度 しかで

きなかつた

・研修を通して自身の能力が向上したと思うか

した ⑤ ・ 4 ・ 3 ・ 2
まちづくりのための「視

点の」当て方」や『展開」

について知見が広まった

・具体的な活用の有用性、実現性があるか

ある 5 ・ 0 ・ 3 2 1な い

SNS時代の議員の在り

方、高森町の「まちづくり

の資源」(こついて意識を

高めることが出来た

研修報告

別添レポー トにて報告

1 していない
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令和７年４月２８日 

高森町議会議長 

岩口 友雄 様 

研 修 報 告 書 

議席番号８番 木下 啓爾  印 

 

令和７年４月２１日（月）から２２日（火）までの２日間、全国市町村国際文化研修所（大津市）

における「令和７年度第１回 市町村長等・議会議員特別セミナー」に参加してまいりました。下記

に、その研修内容について報告いたします。 

 

 

記 

 

I. 研修の趣旨 

「まちづくり」をテーマに、地域を見つめ直すとともに、今後の地域行政に求め

られる役割について考える。 

 

 

II. 研修内容（講演内容） 

〇２月２１日（月） 

第１講座 １３：１５～１４：４５ 

演題：「偽・誤情報問題 ～その現状と求められる対策～」 

講師：国際大学グローバル・コミュニケーション・センター  准教授 山口 真一 氏 

第２講座 １５；０５～１６：３５ 

演題：「持続可能な地方行政の在り方」 

講師：財務省総務審議官 原 邦彰 氏 

 

〇２月２２日（火） 

第３講座 ９：００～１０：３０ 

演題：「おにぎりから世界へ、次世代へ～地域資源の広げ方～」 

講師：一般財団法人おにぎり協会  代表理事 中村 祐介 氏 

第４講座 １０：５０～１２：２０ 

演題：「地域の歴史・文化資源を活かしたまちづくり 

～しあわせ実感都市瀬戸内市の取組～」 

講師：岡山県瀬戸内市長  武久 顕也 氏 

 

 



2 

 

 

① 人類総メディア時代の到来 

・ＳＮＳの普及は非対面・対多数のコミュニケーションを可能とし、誰もが世界に発信可能。 

・情報の自由な流通が、経済・社会システムを大きく変えた。 

・ネットのクチコミは高い経済効果を持つ。 

② ＳＮＳと選挙 

・ＳＮＳと選挙が注目された２０２４年。（兵庫県の齋藤知事、都知事選の石丸候補）ここからＳＮ

Ｓが選挙を変えるようになった。（海外では、２００６年アメリカ大統領選） 

・「既得権益と闘っている」などの「正義と悪」のような対立構図や、「怒り・正義」などは拡散し

やすい。 

・インフルエンサーが選挙結果を左右する。兵庫県知事選では、ゲーム配信等をやっていたチャン

ネルが突如として収益（広告収入）目的で斎藤氏関連の動画を投稿し始めた。 

・メディアvsＳＮＳの勝ち負けではない。人類総メディア時代で、情報収集のチャンネルが増えた。

政治家もそれを受けて利用するのは自然である。 

・ＳＮＳのメリットは、政治への関心を高め裾野を広げたこと。 

・ＳＮＳ時代の選挙の課題は、「①過激な言説やわかりやすい対立構図が拡散しやすい」「②社会の

分断が加速する」など。その結果「政策でなく人物や対立に注目が向く」「議論が深まらない」

などが起きる。 

・明らかなフェイク情報だけでなく、真偽不明な情報も拡散される。これによる「言論封殺」は今

後大きな課題となりうる。 

③ 猛威を振るうフェイク情報 

・ウクライナ戦争でのフェイク情報が、平和を脅かす。 

・日本でも「災害時」「新型コロナウイルス関連」「政治」など多くのフェイク情報（「デマ」や「陰

謀論」）が拡散している。 

・人の欲望や不安につけこむフェイク情報が大きな社会問題となっている。 

・フェイク情報と同時にヘイト情報も課題となっている。 

・日本のフェイク情報に対する「耐性」は低い。海外に比較して「事実確認をしない人」が多い。 

④ フェイク情報の実態 

・多くの人がフェイク情報を信じている日本。若者だけではなく全ての年代で同じ傾向がある。 

・ネットだけの「共有」でなく、「家族・友人・知人などとの直接の会話で情報を共有」が最も多い。

これが「拡散」に繋がる。 

・メディア情報リテラシーの重要性。メディアリテラシー・情報リテラシー・判断思考力が高い人

〇２月２１日（月） 

第１講座 １３：１５～１４：４５ 

演題：「偽・誤情報問題 ～その現状と求められる対策～」 

講師：国際大学グローバル・コミュニケーション・センター 

  准教授 山口 真一 氏 
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ほど、フェイク情報を拡散しづらい傾向にある。 

・「ニセ・誤情報」には、誰かに伝えたい要素、感情に訴える要素があるため共感・拡散されやすい。 

・フェイク情報拡散スピードは事実の６倍近く速い。 

・根拠のない情報が選挙に影響を与える可能性がある。 

・選挙では、弱い支持をしている人ほどフェイク情報によって支持を下げやすい。 

⑤ 生成ＡＩと withフェイク 2.0時代 

・「生成ＡＩの活用」は社会人に欠かせないものとして、総務省が経営者や従業員が身につけるべき

知識や技能としてまとめられる「デジタルスキル標準」に入れられた。 

・生成ＡＩの最大の懸念はディープフェイク（ＡＩ技術を用いて生成された偽の画像や映像、音声、

またはそれらを生成する技術）である。 

・現在はＡＩによる偽動画・偽画像よりも、過去の映像を使ったフェイク事例が多い。しかし、Ａ

Ｉ技術の発展とともに「爆発的に増加する」可能性がある。 

⑥ withフェイク 2.0時代の社会的対処 

・過剰な規制は表現規制につながる。 

・政府に対する「正当な批判」が、「誹謗中傷やフェイク情報」とみなされて重い罰を受ける可能性

がある。 

・選挙期間中は、ＳＮＳのマネタイズ（収益化）を規制するのも一案である。（営利目的のインフル

エンサーへの規制） 

・偽情報対抗技術の開発とその大衆化や連携が求められる。 

・メディア情報リテラシー教育の拡充。 

・「自由・責任・信頼があるインターネット」を築くために、ステークホルダー間の連携が必須 

⑦ withフェイク 2.0時代のメディアのあり方 

・世界各国で「マスメディアの信頼度・利用率の低下」が起こっているのが現状である。 

・マスメディアは、「中立」を意識していることもあり、報道が中途半端になっている。 

・真偽不明情報への迅速なファクトチェックができていなかった。 

⑧ withフェイク 2.0時代をどう生きるか 

・「自分も騙される」ことを知る。騙されやすいのは「自分は騙されない」という自信を持っている

人である。 

・拡散したい時だけでも、「情報源はあるか？」「その分野の専門家の発信か？」「他ではどう報じら

れているか？」「その画像は本物か？」などの情報検証行動をとる。 

・さらに、「知り合いだからという理由で信じてはいないか？」「表やグラフは正しいか？」「その情

報で誰が得をするか？損をするか？」を考える。 

・大手メディアや非営利組織などの実施している「ファクトチェック」を見る。 

・「拡散」によって社会に迷惑をかけ、責任を問われることもある。 

・分からなかったら拡散しない。 

⑨ 政治家のＳＮＳ活用 

① 目的とターゲット層を明確にする。 

② 批判に終始するのではなく、政策と人物像を分かりやすく伝える。 
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③ 画像・映像を活用する。 

④ 継続的な発信を行う。 

⑤ ユザーに響きやすいように、Ｘ、Instagram、TikTok,YouTube など、それぞれのチャンネルに

合った発信をする。 

⑥ 炎上リスクへの対応は、「慎重な言葉選び」「感情での投稿はしない」「一般市民への反論や否

定は避ける」などが必要である。 

 

地方創生は、２０１４年に「まち・ひと・しごと創生法」とともに打ち出された。 

日本の人口が減ることが課題となっている。 

人口が減っても生産性を上げることが急務である。 

国・県・自治体の連携が必要となっている。 

1. 将来推計人口 

〇市区町村別の将来推計人口 

・２０５０年の総人口が２０２０年の半数未満となる市区町村は約２０％ 

・２０５０年には、６５歳以上人口が総人口の半数以上を占める市区町村が３０％を超える。 

・一方で、２０５０年の６５歳以上人口が２０２０年を下回る市区町村は約７０％に達する。 

・２０５０年の０～１４歳人は９９％の市区町村で２０２０年下回る。 

2. 地方行政 

〇地方自治法の一部を改正する法律の概要 

・ＤＸの推進を踏まえた対応 

・地域の多様な主体の連携及び協働の推進 

・大規模な災害、感染症のまん延その他その及ぼす被害の程度において 

これらに類する国民の安全に重大な影響を及ぼす事態における特例 

  〇持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会 

  ・人口減少化において、地域の担い手を含めた資源の不足や偏在が深刻化する中で、自治体の行財

政を持続可能なものにしていくため、具体的な課題の整理、対応のあり方の検討を行う。 

・介護や保育、インフラ管理など、具体的な分野ごとに、どうすれば事務処理を持続可能なものに

していけるか対応の方向性を検討。（例：自治体間の水平連携、垂直補完など） 

・国・都道府県・市町村の役割分担の見直しの必要性を検討 

・自治体間の税財政の状況やそれに基づく行政サ－ビスの実情・持続可能性のあり方等についても

整理検討。 

〇地方公共団体情報システム標準化基本方針の改定（令和６年１２月閣議決定） 

・自治体は、２０２５年度末までに、標準準拠システムへの移行を目指す。 

〇２月２１日（月） 

第２講座 １５；０５～１６：３５ 

演題：「持続可能な地方行政の在り方」 

講師：財務省総務審議官  原 邦彰 氏 
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〇自治体情報システムの標準化・共通化に向けた環境整備 

・デジタルの標準化、共通化を国が行う。 

・移行経過への財政支援のために、令和６年度補正予算に１９４億円計上（補正後７，１８２億円） 

〇都道府県における市町村支援のデジタル人材確保（都道府県で人材をプールする） 

・令和７年度より常勤職員の人件費について普通交付税措置。 

〇自治体セキュリティ・ネットワーク関連 

・デジタル人材とセキュリティ人材とは異なる 

・２０３０年には、国・地方のネットワーク基盤の共有化が行われ、ネットワークの効率性が向上

する。国・地方の職員が、セキュリティを確保しつつ、一人１台のＰＣで効率的に業務ができ、

テレワーク等の柔軟な働き方が可能になる。 

〇地方への人の流れの創出・拡大、地域経済の好循環による付加価値の創造 

・二地域居住・関係人口に係る特別交付税措置の創設 

・「地域活性化起業人」の拡充 

・「地域おこし協力隊」の拡充 

・「ふるさとミライカレッジ」に係る特別交付税措置の創設 

・事業承継人材等と地域企業とのマッチングに係る特別交付税措置の創設 

〇地域活性化企業人制度（①企業派遣型②副業型／シニア型） 

・地方公共団体が、三大都市圏等に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知

見を活かしながら地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事することで、地域活性

化を図る取組に対して特別交付税措置 

・地方公共団体と企業の協定締結に基づく企業から社員を派遣する方式（企業派遣型）と、地方公

共団体と企業の社員または退職した個人の契約に基づく副業の方式（副業型／シニア型）により

活用（住民票を移さなくても良い） 

〇地方公務員の働き方改革の推進 

・時間外勤務の縮減 

・ワークライフバランス推進、多様で柔軟な働き方の推進 

・テレワークの推進 

・ハラスメント防止対策 

・職場環境の改善 

・メンタルヘルス不調への対策の実施 

3. 地方財政 

〇令和７年度地方財政計画の概要 

① 地方財政の確保 

② 地方交付金税の確保 

③ 地方財政の健全化 

④ 地方の財源不足補填 

⑤ 行政の効率化・地域の課題解決等のためのデジタル投資の推進等 

⑥ 人口減少を踏まえた、公共施設の集約化・複合化の推進 
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⑦ 安全・安心なくらしを実現するための地方独自の防災・減災対策 

⑧ 持続可能な地域社会の実現に向けた地方創生の取組 

⑨ 地方公務員の給与改定等に要する地方財政の確保 

⑩ 物価高への対応 

⑪ 公立小・中学校の体育館への空調施設の光熱費 

⑫ 子ども・子育て政策の強化に係る地方財源の確保 

⑬ 社会保険の充実及び人づくり革命等 

⑭ 公立病院の経営改善の取組の推進 

⑮ 新しい地方経済・生活環境創生事業費、地域社会再生事業費 

⑯ 経営・財務マネジメント強化事業の拡充 

⑰ 公営競技納付金制度の延長 

4. 地方税制 

〇物価上昇局面における税負担の調整及び就業調整への対応 

① 給与所得控除の見直し 

② 基礎控除の見直し 

③ 大学生年代の子等（特定扶養控除関係） 

④ 扶養親族等に係る所得要件の引き上げ 

〇その他の検討事項等 

① 都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築 

・行政サービスの地域格差が顕在化する中、拡大しつつある地方公共団体間の税収の偏在

や財政力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安

定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。 

・特に、住所地課税の例外となっている道府県民税利子割については、インターネット銀

行の伸長等の経済社会の構造変化により、あるべき税収帰属との乖離が拡大しているこ

とから、令和８年度税制改正において結論を得る。 

② 車体課税の見直し 

・国・地方の税収中立の下で、税制帰属の適正化のための抜本的な方策を検討し、令和８

年度税制改正において結論を得る。 

③ その他 

・企業版ふるさと納税の延長（法人住民税・事業税） 

・生産性向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に係る特別措置の拡充・延長 

5. 消防行政 

〇総務省防災庁における今後の大規模災害対策 

① 輪島市大規模火災を踏まえた、火災予防、消防活動等の消防防災対策の強化 

② 緊急消防援助隊の迅速な進出と効果的な活動に向けた体制整備 

③ 災害時の通信体制の強化 

④ 大規模災害等に備えた消防団の装備等の充実 

⑤ 官民連携による革新的技術の実用化に向けた研究開発の推進 
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〇消防の広域化について 

・人口減少、大規模災害の激甚化・頻発等に対応するため、消防本部の規模を引き上げる等に

より、消防力の維持・強化のための消防体制の構築を図ることを目的に、平成１８年に消防

組織法へ位置付けて以降、推進期間を設けて取り組みを推進 

・令和３年に「市町村の消防の広域化に関する基本指針」を改定し、推進期間を令和１１年４

月１日までとし、併せて財政措置を拡充するなど、広域化をさらに推進 

・指令の共同運用や車両の共同整備など、一部の消防事務を共同で行う「連携・協力」。全ての

消防事務を共同で行う「消防の広域化」。 

〇マイナンバーカードを活用した救急業務の円滑化 

・救急隊員が負傷者のマイナ保険証を活用し、病院選定等に資する情報を把握する取り組み 

・マイナ救急の流れ 

① １１９番通報時に「マイナ保険証の準備」を依頼 

② 救急隊到着・搬送時、「病歴の把握」「適切な応急処置」「搬送先の選定」 

③ 受入れ病院では治療の準備ができる 

〇消防団の現状 

・令和６年４月１日現在の消防団員数は 746,681 人で、前年より 15,989人（2.1％）の減。 

・重点的に取り組んできた「女性団員」「学生団員」「機能別団員」については増加傾向。外国

人の消防団員も活躍している。 

〇消防団員の確保に向けた主な対策 

・消防団員の報酬等の処遇改善 

・消防団の充実強化につながる地方公共団体の様々な取組を全額国費で支援（１事業上限額：

５００万円） 

・消防団入団促進広報（幅広い層から知名度の高いタレントを起用して、ポスター等の広報媒

体を制作発信 

・消防団施設整備費補助金や消防車両の無償貸付事業による「装備の充実」 

〇消防団員の退職報奨金の勤務年数「３５年以上」区分の導入について 

・「退職報償金」について、「３０年以上」区分で頭打ちになっていた「高齢勤務年数区分」を

拡大し、シニア層の団員の活躍促進を図る。 

・今回の新たな区分導入に伴う退職報奨金の引上げ額は一律１０万円 

・地方公共団体に対して条例改正を促し、処遇の改善を図ることで消防団委員の更なる確保を

図っていく。 
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1. 日本の食文化を「おにぎり」を通じて国内外に発信 

・海外で「おにぎり」について質問されて答えられなかったことが、おにぎりにのめり込んだ

きっかけ。 

・おにぎり協会では、おにぎりを通じて国内外に日本の食文化を普及させる取り組みをしてい

る。 

2. 日本の基礎料理「おにぎり」の世界 

・弥生時代のおにぎり状の化石が発見。 

・広重の「藤沢宿」でも、旅先で楽しそうにおにぎりを食べている庶民の姿が描かれている。 

・あらゆる時代の中で活躍しているおにぎり。 

3. 多くの課題は一人では解決できない 

・一人でなく多くの人たちと繋がり合い、課題の解決や成功への道筋を探る必要がある。 

・専門家たちとチームを組む。 

・協賛企業を募る。先ずは企業からの参入を促して活動した。 

・自治体会員を募る。１つ１つの自治体のお金は少なくても、みんなで出し合い一つの取り組

みをすれば、成果は何倍にも広がる。 

・おにぎりサミット＠ＴＯＫＹＯ。官学民一体となっておにぎりという料理を通じて連携をし

ていく。 

4. 日本だけでなく料理として世界展開可能 

・他の日本料理と異なり、歩きながら食べられる料理。 

・比較的食べ応えがあって、ローコストの料理であることから注目が集まる。 

・最近半年間での購入頻度上位品目でもおにぎりは上位 国全体２位 首都圏１位 

・おにぎり購入派は過半数を超え、家で作るものから買うものへ 

・おにぎりは「内食」「中食」そして「外食」にも進出。 

5. 「おにぎり」は世界で支持されている 

・ＦＥＮＤＩ「フェンデリシャス」（ポシェット：１８万円）を発売。 

・英国「オックスフォード英語辞典」に「おにぎり」が入った。 

・若い日本人が、おにぎりロボットを海外（ドイツ、シカゴなど）に持ち込み、おにぎり屋を

展開。 

・大谷翔平さんの「お茶」「おにぎり」が話題になった。 

6. 需要増で専門店も増加 

・おにぎり専門店はコーヒー店と比べて、小スペースで出店できるメリットがある。（一般的に

は１／３程度） 

・象印マホービンは大阪万博で「ＯＮＩＧＩＲＩ Ｗoｗ！」を出店。（炊飯器関係） 

〇２月２２日（火） 

第３講座 ９：００～１０：３０ 

演題：「おにぎりから世界へ、次世代へ～地域資源の広げ方～」 

講師：一般財団法人おにぎり協会  代表理事 中村 祐介 氏 
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・「釜めし」の荻野屋、「おこめ茶屋 米米」、コメダ「おむすび米屋の太郎」、３ＣＯＩＮＳ

「スリコオニギリ」なそ、異業種が「おにぎり販売」を展開。 

7. 地元ＰＲとしての取り組み 

・大分県国東し「くにさきおむすび」 

・愛媛県今治市「今治市合併２０周年記念行事 ２２地区の特色ある食材を使たおむすび」 

・新潟市「小学生考案の地元食材おにぎりがわずか３０分で完売」 

・ＪＡ、おにぎりで鳥取産米ＰＲ（学生らに１０００個配布） 

8. 課題はローカルでとどまってしまうこと。だから「仕組み」化を。 

〇おにぎりを通じた企業・地域魅力化の３本柱 

・一般社団法人「おにぎり協会」：【興味がないの「興味のある化」】 

・おにぎりサミット：年に一度、首長らを集めて東京開催：【魅力がないの「魅力のある化」】 

・おにぎりサミット（ローカル）：全国各地のイベントで開催：【必要ないの「必要ある化」】 

〇官民連携ケース 

・コカ・コーラシステム「おにぎり食堂 綾鷹屋」 

9. 「おにぎり」の課題に立ち向かう 

・これまで内需の中心であったコメは、今まさに変化の時を迎えている 

・水産資源としての「海苔」 

・持続可能な食材（「人工イクラ」の開発） 

・冷凍やアルファ米などで保存性向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. これまでの歩み 

・１９６８年生まれ 

・１９９６年、２７歳で町議会議員となる。 

・２０００年、町長選挙に立候補するも落選。 

・２００１年から２００３年、英国バーミンガム大学に留学（自治体経営学）。 

・２００３年から２００９年、監査法人トーマスに就職。その間、京都大学大学院に入学。 

・２００７年から関西学院大学専門職大学院准教授。 

・２００９年、４０歳で瀬戸内市長に無投票当選。 

・２０２６年、次期市長選挙には不出馬（予定）。 

〇２月２２日（火） 

第４講座 １０：５０～１２：２０ 

演題：「地域の歴史・文化資源を活かしたまちづくり 

～しあわせ実感都市瀬戸内市の取組～」 

講師：岡山県瀬戸内市長  武久 顕也 氏 
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2. 瀬戸内市の今 

・人口   36,195人（令和 6 年 10月） 

・高齢化率  34.3％ 

・総面積  125.46Ｋ㎡ 

・観光資源 備前おさふね刀剣の里 牛窓オリーブ園 しおまち唐琴通り など 

・農水産物 露地野菜 ピオーネ カキ（牡蠣） オリーブオイル など 

・財政状況 職員数４２１人 一般会計予算 234.9 億円（令和 6 年度）  

財政力指数 0.55 経常収支比率 88.9％ 実質公債費率 8.7％ （令和５年） 

・「瀬戸内市は住みやすい町である」と感じている市民 78.7％ （令和２年） 

・「瀬戸内市が行うまちづくりの取り組みに満足している」市民 35.2％ （令和２年） 

3. 太陽のまちプロジェクト 

・２００２年 「綿海塩業（製塩業者）」の廃業 

・２０１０年 跡地（約５００ha）を瀬戸内市が取得 

・２０１３年３月 綿海塩田跡地活用基本計画の完成 

〇太陽のまちプロジェクト 

・施工協定・土地賃貸借契約 

   貸付面積 約４７０ha （２６０ha太陽光発電所、パネル施地位面積は２３０ha） 

   貸付期間 平成２６年４月１日から２０年間（更新可能） 

   貸付料  建設期間５年（年間１億円×５年） 充電業務開始後（年間４億円×２０年） 

        地域振興に関する事業費１６億円    合計１０１億円 

・１０１億円を「太陽のまち基金」にする。 

・発電所規模  パネル出力：最大２３５Ｍｗｐ 太陽光パネル：９０万枚 

        想定平均発電電力量：年間約２６万Ｍｗｐ（一般家庭約８万世帯分） 

・瀬戸内市のＣＯ2総排出量 383,293ｔ（平成２３年度）が、太陽光発電所の完成によって「年間

192,000ｔ」のＣＯ2削減効果 

・「太陽のまち基金」（貸付料１０１億円）は、跡地維持管理に６１億円、まちづくりに４０億円。 

・「まちづくり」として、子どもの医療費の無償化など様々な子育て支援策に活用するとともに、

災害時の積み立てとして災害に備える。 

4. 国宝「山鳥毛（やまとりげ、“さんちょうもう”とも呼ばれている）」里帰りプロジェクト 

・日本刀の聖地「備前長船」は、平安時代後期から日本刀の生産地として、数多くの名刀を生み

出してきた。 

・現在、国宝になっている刀剣類１１１本のうち、４７本が備前刀であるが、それらの生まれ故

郷である瀬戸内市には１本も残されていなかった。 

・国宝「山鳥毛」とは、文化財登録名は「太刀 無名一文字 山鳥毛（やまとりげ）」。上杉謙信・

景勝の愛刀で、福岡県内の個人が所有していた。（岡山県立博物館に寄託） 

〇『国宝「山鳥毛（やまとりげ）」里帰りプロジェクト』とは 

・国宝「山鳥」が生まれ故郷である「備前長船」の地に里帰りするための寄付を募る等のプロジ

ェクト。目標額は、購入予定額５億円＋施設改修費１億円＋ふるさと納税返礼品等。 
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・備前刀のすばらしさを世の中に伝え、海外にも日本刀の伝統文化を発信する。 

① 教育や地域の活性化 

② 国内外への備前刀の評価を高めていく 

③ 刀工の作刀意欲と技術の向上 

・寄附金額合計 880,956,472円 （2020年 3 月 31 日 現在） 

刀の購入費と施設整備費に充てることができる金額 644,013,267 円 

〇その後の取り組み 

・刀剣博物館近くの神社やお寺で、荒れ果てていたお祭りや刀匠慰霊祭の復活。 

・アウンサン将軍（ビルマ建国の父と呼ばれている）の刀を預かり研磨をする。 

・デジタル田園都市国家構想補助金の採択を受け、海外での現代刀と備前焼のＰＲと販売促進を

行う。 

・「人切り包丁」「他にやることがあるのでは？」「職員の業務の増加」などの反対意見も多く出た。

しかし、それが市民の関心を高めた。 

5. 食のしあわせプロジェクト 

〇市内の保育園・子ども園、幼稚園、小学校、中学校に、安全で生産者の顔の見える地場産物を

優先的に提供することで、子ども達や保護者に食を通じたしあわせの実感を提供し、それによ

って地域内での農業や漁業の循環の輪を地域内のみならず域外にも波及させ、瀬戸内市の魅力

の向上を図る。 

① 市による学校給食の地場産物の買い上げ 

② 地場産物の市内循環の確立と市外へのＰＲ 

③ 化学肥料や化学農薬の使用量低減など、環境負荷を低減した農業の推進 

④ 子どもたちや保護者への食育 

⑤ 子ども食堂の開催 

6. まとめ 

〇稼ぐ自治体 

〇行政の大きな目的の一つは正当性を作ること 

〇一般財源（市独自の財源）を使うのは最終手段 

〇ふるさと納税、財産収入などの税外収入は貴重 

 

 


